
1.普通解雇について
　解雇の類型には、①普通解雇、②懲戒解雇、 

③整理解雇、④ユニオンショップ協定に基づく解

雇があるとされていますが、ご質問のケースのよ

うに、能力不足を原因とする解雇の場合は、①普

通解雇を選択することになります。

　普通解雇の有効性については、労働契約法16条

に定められています。同条には「解雇は、客観的

に合理的な理由を欠き、社会通念上相当であると

認められない場合は、その権利を濫用したものと

して、無効とする」とありますが、どのような場

合に「客観的に合理的な理由を欠き」「社会通念上

相当である」と認められるかの基準は定められて

いないため、この点については、過去の裁判例か

ら推測することになります。

2.裁判例における有効な解雇の基準
　長期雇用下の正規従業員の成績不良を理由とす

る普通解雇についての裁判例としては、例えば、

「未だ原告（筆者注：労働者）について、被告（筆

者注：会社）の従業員としての適格性がなく、解

雇に値するほど『技能発達の見込みがない』（筆者

注：当該会社の就業規則上の解雇理由）とまでは

いえない」との基準を示したものがあります（森

下仁丹事件　大阪地裁　平14. 3.22判決　労判832

号76ページ）。

　多くの裁判例は、労働者の職務遂行能力の欠如

を理由とする普通解雇において、まず、当該労働者

が能力不足といえるかを、客観的かつ厳格に事実

認定しています（セガ・エンタープライゼス事件　

東京地裁　平11.10.15決定　労判770号34ページ）。

そして、労働者の職務遂行能力が不十分であると

認められると、次に、使用者による指導や配置転

換の有無・回数や、これらによって労働者が改善

したかなどを検討しています（海空運健康保険組

合事件〔東京高裁　平27. 4.16判決　労判1122号40

ページ〕等）。この際に、労働者の態度、職務内容

の限定性や専門性の有無、労働者の健康状態（例
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えば、業務上のストレスから成績不良となったこ

と）などが考慮されることもあります（桐朋学園

［事務職員］事件〔東京地裁八王子支部　平16. 9.30

判決　労経速1885号22ページ〕、コンチネンタル・

オートモーティブ［解雇・仮処分］事件〔東京高裁　

平28. 7. 7決定　労判1151号60ページ〕、千代田生

命保険相互会社事件〔東京地裁　平 9.10.28判決　

労判748号145ページ〕等）。

3.能力不足の社員に対する具体的な対処・手順
　上記の裁判例を踏まえると、「能力不足により人

事評価が低い」ということであれば、まずは、人

事評価がどの程度低いのか（例えば、同じ等級の

社員と比べて低いということか、全社員中で最低

評価ということか）、人事評価の傾向はどうか（例

えば、良いときもあれば悪いときもあるのか、総

合評価のうちで高い評価を得ている項目もあるの

か）、人事評価が低い原因は本当に「能力不足」と

いえるのか（例えば、「上司と反りが合わないため

に低評価になっている」「不公平に不利な条件下で

の営業活動を命じられている」といった事情はな

いか、人事評価の基になったデータはどれか）と

いった検討を行い、「この社員は、純粋に能力不足

により人事評価が低い」ということを確認し、そ

のことが分かるような資料（少なくとも、他の可

能性は考えにくいことが分かるような資料）を準

備することがよいでしょう。

　次に、その過程で判明した能力不足の点を改善

するために適切と思われる指導項目を複数設けて、

それぞれについて数値化できる目標（最低限クリ

アすべきライン）を設定することが適切です（既

にPIP〔Performance Improvement Plan〕として

フォーマットのある会社は、それに則
のっと

ることがよ

いでしょう）。

　これらを設定する過程に当該労働者も関与させ、

指導項目が必要であることや、目標設定が妥当で

あることを理解してもらいながら進め、その過程

も資料化（メール・チャットの保存や議事録化）

しておくことがよいでしょう。この過程で、当該

労働者がどうしても改善の必要性を理解しないと

か、他責の姿勢に徹して改善の意思すら見せない

といった、別の問題点が判明することもあります

（もちろん、こういった問題点は解雇の有効性を補

強することになります。例えば、山崎工業事件　静

岡地裁沼津支部　令 2. 2.25判決　労判1244号94

ページ）。

　指導項目や目標によりますが、これらを設定す

るだけでなく、会社から労働者に対して、改善点

のフィードバック、助言、トレーニング、教育研

修などを提供することも必要です。これらを提供

した事実やその内容、その際の労働者の態度、改

善の有無・程度についても、後から第三者機関が

関与した際に理解できるように、記録しておくと

よいでしょう。

　当該労働者へのフィードバックの間隔や回数は、

これも指導項目や目標によりますが、継続的・定

期的に複数回実施することが必要であり、その後

半では、改善が見られなければ解雇という可能性

があることを伝えることも有効です。ただ、当該

労働者の低評価ぶり如
い か ん

何ですが、最低等級ではな

いのであれば、最低等級まで降格させてから解雇

に臨むほうが適切な場合もあります。また、当該

労働者の職務内容が限定されているのでなければ、

配置転換により他の職務に従事させてみるといっ

た対応が必要なこともあります（日本アイ・ビー・

エム［解雇・第 1］事件　東京地裁　平28. 3.28判 

決　労判1142号40ページ）。

　以上のような対応には多くの人的負担が発生し

ますが、これについても言語化・数値化して資料

の形にしておくと、当該労働者を雇用し続け、指

導を続けていくことが企業に対して著しい負担を

与えているという主張の根拠とすることができ、

解雇の相当性の判断に影響を与えることが可能と

なります。
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